
第６ 資産カルテ（平成 25 年度決算） 

１．資産カルテの目的 

県が管理する大規模な県有施設については、建設後の維持管理など今後の県財政へ
の影響があることから、施設の状況や今後の大規模改修・修繕計画などについて的確
な把握に努め、適正かつ効果的な維持管理を行っていくとともに、今後の維持管理や
施設整備に対する県民の皆様の理解を得る観点から、施設に関する財務情報をわかり
やすく提供していくことが重要と考えます。 
このため、県議会からの提言も踏まえ、施設の適切な管理と県民の皆様への情報開

示のため、大規模施設について「資産カルテ」を作成し、公表しています。 
 
 

２．対象施設の考え方 

（１）施設の規模 
県財政への影響の観点から、施設の規模が相当程度あること。 

（２）県民の利用 
県民への情報開示の観点から、広く県民に利用されている施設であること。 

（３）利用料金の徴収 
維持管理費と料金との関係を検証する観点から、利用料金を徴している施設で
あること。 

 
 

３．今年度における対象施設 

上記の考え方に基づき、今年度は、以下の施設の資産カルテを作成しましたので、
次頁以下に掲載します。 
○三重県総合文化センター 
複合文化施設（文化会館、県立図書館など） 

 ○三重県立美術館 
 ○三重県営サンアリーナ 

コンベンション施設（メインアリーナ、サブアリーナなど） 
○三重県営鈴鹿スポーツガーデン 

総合スポーツ施設（水泳場、庭球場など） 
 ○三重県営総合競技場 
  総合スポーツ施設（陸上競技場、体育館など） 
 ○三重県総合博物館 
 

４．資産カルテの活用 

県が管理する大規模施設について、長期にわたり計画的かつ効果的な維持管理を進
めるとともに、施設に関する財務情報等をわかりやすく提供するため、この資産カル
テを活用し、施設の運営管理の状況を多面的にチェックしていくことで、利用者の皆
様に良質なサービスを提供し効率的な施設管理を行っていけるよう努めます。 

 

 

 
 

 
   



























  

平成26年度一般会計予算の執行状況＜歳出＞ （単位：千円、％）

平成26年度9月 前年度から 合 計 支出済額 支出残額 支出済割合

補正後の予算額 の繰越額

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ＋Ｂ） Ｄ Ｃ－Ｄ Ｄ／Ｃ

議会費 1,558,507 0 1,558,507 728,402 830,105 46.74%

総務費 38,796,575 396,734 39,193,309 15,014,635 24,178,674 38.31%

民生費 97,109,218 2,883,368 99,992,586 36,982,055 63,010,531 36.98%

衛生費 29,823,902 727,345 30,551,247 10,975,654 19,575,593 35.93%

労働費 5,186,158 0 5,186,158 1,651,703 3,534,455 31.85%

農林水産業費 34,925,473 8,958,344 43,883,817 10,234,925 33,648,892 23.32%

商工費 10,661,340 146,371 10,807,711 2,816,494 7,991,217 26.06%

土木費 76,217,627 21,718,776 97,936,403 26,034,556 71,901,847 26.58%

警察費 36,968,909 0 36,968,909 16,085,283 20,883,626 43.51%

教育費 169,432,777 25,229 169,458,006 73,071,815 96,386,191 43.12%

災害復旧費 5,836,206 5,326,019 11,162,225 2,877,943 8,284,282 25.78%

公債費 113,936,939 0 113,936,939 87,971 113,848,968 0.08%

諸支出金 71,577,336 0 71,577,336 35,504,862 36,072,474 49.60%

予備費 100,000 0 100,000 0 100,000 0.00%

合      計 692,130,967 40,182,187 732,313,154 232,066,297 500,246,857 31.69%

歳出科目

第７  平成26年度予算の執行状況 

一般会計における予算現額に対する執行率は、歳入は 40.8％、歳出は 31.7％となって

います。また、特別会計での執行率は、歳入は 5.2％、歳出は 47.9％となっています。 

 

平成26年度一般会計予算の執行状況＜歳入＞ （単位：千円、％）

平成26年度9月 前年度から 合 計 収入済額 未収入額 収入済割合

補正後の予算額 の繰越額

Ａ Ｂ Ｃ（Ａ＋Ｂ） Ｄ Ｃ－Ｄ Ｄ／Ｃ

県税 221,328,000 0 221,328,000 116,741,943 104,586,057 52.75%

地方消費税清算金 42,377,000 0 42,377,000 22,905,203 19,471,797 54.05%

地方譲与税 32,718,000 0 32,718,000 7,225,863 25,492,137 22.09%

地方特例交付金 694,000 0 694,000 359,009 334,991 51.73%

地方交付税 138,400,000 0 138,400,000 101,065,827 37,334,173 73.02%

交通安全対策特別交付金 625,000 0 625,000 266,609 358,391 42.66%

分担金・負担金 2,596,281 728,777 3,325,058 213,029 3,112,029 6.41%

使用料・手数料 6,930,478 0 6,930,478 2,529,949 4,400,529 36.50%

国庫支出金 72,612,534 17,211,472 89,824,006 16,991,465 72,832,541 18.92%

財産収入 1,013,022 0 1,013,022 534,057 478,965 52.72%

寄附金 3,000 0 3,000 22,619 △ 19,619 753.97%

繰入金 35,863,853 0 35,863,853 39,469 35,824,384 0.11%

繰越金 0 14,977,431 14,977,431 16,511,950 △ 1,534,519 110.25%

諸収入 17,028,799 504,980 17,533,779 3,932,815 13,600,964 22.43%

県債 119,941,000 7,615,000 127,556,000 10,000,000 117,556,000 7.84%

合      計 692,130,967 41,037,661 733,168,628 299,339,807 433,828,821 40.83%

歳入科目

 

（注）支出済額は、９月末現在の数値です。                        （四捨五入のため、合計と合わない場合があります。） 

 

（注）支出済額は、９月末現在の数値です。                        （四捨五入のため、合計と合わない場合があります。） 

 

 



  

平成26年度特別会計予算の執行状況 （単位：千円、％）

平成26年度9月 前年度からの 小計 収入済額 未収入額 収入済 支出済額 支出残額 支出済

補正後の予算 繰越額 Ｃ 割合 割合

Ａ Ｂ （Ａ＋Ｂ） Ｄ Ｃ－Ｄ Ｄ／Ｃ Ｅ Ｃ－Ｅ Ｅ／Ｃ

県債管理 113,800,016 0 113,800,016 25,117 113,774,899 0.02% 57,955,345 55,844,671 50.93%

総合医療センター資
金貸付

1,716,696 0 1,716,696 669,044 1,047,652 38.97% 669,044 1,047,652 38.97%

母子及び寡婦福祉資
金貸付事業

341,292 0 341,292 169,096 172,196 49.55% 141,040 200,252 41.33%

あすなろ学園事業 1,021,357 0 1,021,357 264,566 756,791 25.90% 488,810 532,547 47.86%

就農施設等資金貸付
事業等

235,410 0 235,410 215,734 19,676 91.64% 88,878 146,532 37.75%

地方卸売市場事業 217,789 0 217,789 3,800 213,989 1.74% 66,828 150,961 30.68%

林業改善資金貸付事
業

852,487 0 852,487 760,317 92,170 89.19% 221,053 631,434 25.93%

沿岸漁業改善資金貸
付事業

365,050 0 365,050 379,182 △ 14,132 103.87% 57 364,993 0.02%

中小企業者等支援資
金貸付事業等

663,247 0 663,247 2,153,429 △ 1,490,182 324.68% 141,611 521,636 21.35%

港湾整備事業 154,552 0 154,552 37,603 116,949 24.33% 70,014 84,538 45.30%

流域下水道事業 12,391,541 2,511,758 14,903,299 2,298,786 12,604,513 15.42% 4,759,110 10,144,189 31.93%

公共用地先行取得事
業

701,189 0 701,189 493 700,696 0.07% 0 701,189 0.00%

合 計 132,460,626 2,511,758 134,972,384 6,977,168 127,995,217 5.17% 64,601,791 70,370,594 47.86%

特別会計名

予算現額 歳入 歳出

 

 （注）収入済額及び支出済額は、９月末現在の数値です。  （四捨五入のため、合計と合わない場合があります。） 

 

 



 

第８  企業会計決算の状況 

  県が独立採算性を原則とする企業的色彩の強い事業を行う際に、法律や条例によって

設置するもので、地方公営企業法の全部又は一部の適用を受ける公営企業の会計をいい

ます。 

  企業会計は、公共の福祉を目的とするとともに、企業の経済性を発揮することも求め

られており、その経理については、地方公営企業法の定めるところによります。 

  この会計方式は、一般のいわゆる官公庁会計が現金主義により経理されるのに対し、

発生主義に基づく複式簿記により経理される点で大きく異なっています。 

  三重県では、公共の福祉を増進するため、水道事業、工業用水道事業、電気事業及び

病院事業の４事業の経営を行っていますので、以下、それぞれの企業会計ごとに、その

決算状況を説明します。 

 

１  水道事業の概況 

  営業関係では、南勢志摩水道用水供給事業（給水能力138,150㎥／日）、及び北中勢水

道用水供給事業（北勢系木曽川用水系：給水能力80,300㎥／日、北勢系三重用水系：給

水能力51,000㎥／日、北勢系長良川水系：給水能力18,000㎥／日、中勢系雲出川水系：

給水能力81,416㎥／日、中勢系長良川水系：給水能力58,800㎥／日）の２事業を運営し、

平成25年度は県内17市町に対し、延べ76,455,341㎥の給水を行いました。 

  平成25年度の営業成績について、事業収益は9,682,901千円 （対前年度比99.7％）で、

内訳は、営業収益9,450,283千円（対前年度比100.1％）及び営業外収益232,618千円（対

前年度比85.9％）であり、また、事業費用は8,254,192千円（対前年度比100.2％）で、

内訳は、営業費用7,282,464千円（対前年度比102.6％）及び営業外費用971,729千円（対

前年度比85.2％）です。 

  以上の結果、事業収益と事業費用の差額1,428,708千円が当年度の純利益となりました。 

また、改良事業については、水道用水の安定した供給を図るため、施設の耐震化や老

朽劣化対策を実施しました。 

一方、建設事業は、平成 27 年 4 月から大台町への給水（1,700 ㎥／日）を目指して、

南勢水道拡張事業（総事業費 721,025 千円）を実施しています。 











 

３  電気事業の概況 
  営業関係では、水力発電事業については、4 月から 5 月及び 7 月から 8 月にかけて降

雨量が少なかったことから、発電量は目標電力量 246,472,000kWh に対し、供給電力量

185,521,709kWh（75.3％）にとどまりました。 

 ＲＤＦ焼却・発電事業については、三重ごみ固形燃料発電所において、製造団体から

ＲＤＦ48,808 トンを受け入れ、67,725,200 kWh の発電を行いました。 

  平成 25 年度の営業成績について、事業収益は 3,953,141 千円（対前年度比 105.9％）

で、内訳は、営業収益 2,587,890 千円（対前年度比 95.7％）、附帯事業収益 1,355,182

千円（対前年度比 137.0％）及び営業外収益 10,069 千円（対前年度比 24.9％）であり、

事業費用は 3,720,076 千円（対前年度比 104.0％）で、内訳は、営業費用 2,407,509 千

円（対前年度比 97.4％）、附帯事業費用 1,212,382 千円（対前年度比 124.4％）及び営業

外費用 100,185 千円（対前年度比 77.7％）です。 

  以上の結果、事業収益と事業費用の差額 233,065 千円が当年度の純利益となりました。 

また、「青蓮寺発電所および比奈知発電所に係る資産等の譲渡・譲受に関する契

約書」に基づき、平成 25 年 4 月 1 日に、青蓮寺発電所及び比奈知発電所の 2 発電

所を中部電力株式会社に譲渡しました。 







４  病院事業の概況 
三重県病院事業においては、こころの医療センター、一志病院及び指定管理者制度を導入し

た志摩病院の 3病院を管理運営し、県民の皆さんや地域に信頼され、かつ医療従事者にとって

魅力ある病院づくりを進めながら、良質で満足度の高い医療サービスの実践に努めているとこ

ろです。 

平成25年度の病院事業は、「三重県病院事業 中期経営計画（平成25年度～平成27年度）」

の「年度計画」に基づき、こころの医療センターにおいては、精神科医療の中核病院としての

取組など、一志病院においては、家庭医を中心とした地域医療の取組など、それぞれの役割や

ニーズに応じた病院運営を実施するとともに、経営の健全化に向けて取り組んできました。ま

た、志摩病院については、指定管理者である公益社団法人地域医療振興協会により、診療体制

の段階的な回復を図りつつ、運営を行ってきました。 

3病院の患者数については、入院患者数が延べ196,115 人（1日平均537.3 人）、外来患者数

が延べ 157,453 人（1 日平均 645.3 人）で、前年度に比べ入院患者数は延べ 6,909 人の減少、

外来患者数は延べ2,897人の増加となりました。 

収益については、こころの医療センターにおいて患者数が減少したため、医業収益が4.9%減

少したことや、一般会計からの繰入金の減額に伴い医業外収益が 4.5％減少したことなどによ

り、経常収益は5,439,020,049円となり、前年度に比べ4.7％減少しました。 

また、費用についても、主に給与費、経費等の減額に伴い医業費用が減少したことから、経

常費用は5,540,146,139円となり、前年度に比べ4.5％減少しました。 

その結果、これらを差し引きした経常損益は、101,126,090 円の赤字となりました。なお、

特別損失として退職給与引当金 117,675,000 円を計上した結果、純損益は、218,801,090 円の

赤字となりました。これにより、累積欠損金は9,466,276,567円となっています。 

なお、施設及び設備の整備については、こころの医療センターの外来棟増改築工事や、一志

病院の汚水処理施設改修工事、志摩病院のボイラー更新工事等により総額 384,404,959 円を執

行しました。 







 

【 参 考 】 平成25年度普通会計決算の概要 

１ 収 支 

歳入総額は6,961億円（前年度比△37億円、0.5%減）、歳出総額は6,749億円（前年度比△30億円、

0.4%減）となり、歳入歳出差引は212億円の黒字、翌年度に繰越すべき事業の財源を除いた実質収

支も31億円の黒字となりました。 
また、年度間調整を行う基金の積立や取崩等を除く純単年度の収支を示す実質単年度収支は、43

億円の赤字となりました。 

２ 歳 入 

  地方税は、法人の業績回復による法人事業税の増等により、2,163億円（前年度比95億円、4.6%

増）となりました。内訳としては、個人県民税が683億円（前年度比44億円、6.9%増）、法人事業税

が360億円（前年度比52億円、17.0%増）、県たばこ税が24億円（前年度比△16億円、40.0%減）とな

っています。また、地方譲与税は、法人の業績回復による地方法人特別譲与税の増により、305億円

（前年度比47億円、18.2％増）となりました。 

  地方交付税は、臨時財政対策債振替額の増などによる普通交付税の減少等により1,365億円（前年

度比△26億円、1.9%減）となりました。 

  国庫支出金は、地域経済活性化・雇用創出臨時交付金の皆増等により、1,011億円（前年度比114

億円、12.7%増）となりました。 

  繰入金は、土地開発基金からの繰入金が18億円（前年度比△41億円、69.6%減）となったことなど

により265億円（前年度比△31億円、10.3%減）となりました。 

  地方債は、退職手当債の皆減や一般事業債の減等により、1,291億円（前年度比△312億円、19.5%

減）となりました。 

３ 歳出（性質別） 

  義務的経費は、人件費の減等により、3,378億円（前年度比△31億円、0.9%減）となりました。 

  投資的経費は、1,312億円（前年度比△74億円、5.4%減）となりました。内訳としては、普通建設

事業費のうち補助事業費は603億円（前年度比88億円、17.2%増）、単独事業費は319億円（前年度比

△109億円、25.5%減）、直轄事業負担金は286億円（前年度比10億円、3.5%増）となっています。災

害復旧事業費は、紀伊半島大水害等にかかる災害復旧により増加した前年度から減少し、104億円（前

年度比△63億円、37.9％減）となりました。 

  積立金は、地域経済活性化・雇用創出臨時基金の造成等により、211億円（前年度比47億円、28.6％

増）となりました。 

  貸付金は、公共事業用地先行取得資金貸付金の増等により、83億円（前年度比11億円、15.8％増）

となりました。 

４ 財政指標 

財政構造の弾力性を表す経常収支比率は96.1%（前年度比1.2ポイント悪化）となりました。 
一般財源総額の大部分が経常的な経費に費やされており、依然として財政が硬直化した状況

が続いています。前年度から悪化した主な要因は、歳出面で公債費や補助費等が増加したこと

によるものです。 

 
 
 
 
 



 
平成25年度普通会計決算額等 計数資料（県分）

１ 収支 (単位:百万円）
平成23年度

決算額 増減額 増減率 決算額 増減額 増減率 決算額
696,059 -3,689 -0.5% 699,748 1,328 0.2% 698,420
674,858 -2,986 -0.4% 677,844 199 0.0% 677,645
21,201 -703 -3.2% 21,904 1,129 5.4% 20,775
18,126 2,197 13.8% 15,929 -575 -3.5% 16,504
3,075 -2,900 -48.5% 5,975 1,704 39.9% 4,271

-2,900 -4,604 -270.2% 1,704 3,512 -194.2% -1,808
-4,320 -5,296 -542.6% 976 16,588 -106.3% -15,612

２ 歳入 (単位:百万円）
平成23年度

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 決算額
216,303 31.1% 9,528 4.6% 206,775 29.5% 875 0.4% 205,900
30,478 4.4% 4,690 18.2% 25,788 3.7% 345 1.4% 25,443

732 0.1% -9 -1.2% 741 0.1% -1,372 -64.9% 2,113
136,462 19.6% -2,620 -1.9% 139,082 19.9% -2,771 -2.0% 141,853
101,140 14.5% 11,374 12.7% 89,766 12.8% 2,246 2.6% 87,520
26,515 3.8% -3,054 -10.3% 29,569 4.2% -22,130 -42.8% 51,699

129,105 18.5% -31,220 -19.5% 160,325 22.9% 30,828 23.8% 129,497
55,324 7.9% 7,622 16.0% 47,702 6.8% -6,693 -12.3% 54,395

696,059 100.0% -3,689 -0.5% 699,748 100.0% 1,328 0.2% 698,420
383,975 55.2% 11,589 3.1% 372,386 53.2% -2,923 -0.8% 375,309

(注) 一般財源＝地方税＋地方譲与税＋地方特例交付金等＋地方交付税

３－１ 歳出(目的別) (単位:百万円）
平成23年度

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 決算額
42,740 6.3% -2,226 -5.0% 44,966 6.6% 4,074 10.0% 40,892

102,129 15.1% 1,690 1.7% 100,439 14.8% -1,714 -1.7% 102,153
22,920 3.4% -2,279 -9.0% 25,199 3.7% -14,529 -36.6% 39,728
6,780 1.0% -646 -8.7% 7,426 1.1% -908 -10.9% 8,334

47,166 7.0% 10,355 28.1% 36,811 5.4% -4,748 -11.4% 41,559
10,766 1.6% -1,201 -10.0% 11,967 1.8% 55 0.5% 11,912
90,866 13.5% -3,046 -3.2% 93,912 13.9% 7,216 8.3% 86,696
35,664 5.3% -1,523 -4.1% 37,187 5.5% -606 -1.6% 37,793

166,498 24.7% -5,727 -3.3% 172,225 25.4% -2,963 -1.7% 175,188
10,406 1.5% -6,342 -37.9% 16,748 2.5% 9,842 142.5% 6,906

112,178 16.6% 5,551 5.2% 106,627 15.7% 4,418 4.3% 102,209
26,745 4.0% 2,408 9.9% 24,337 3.6% 62 0.3% 24,275

674,858 100.0% -2,986 -0.4% 677,844 100.0% 199 0.0% 677,645

３－２ 歳出(性質別) (単位:百万円）
平成23年度

決算額 構成比 増減額 増減率 決算額 構成比 増減額 増減率 決算額
337,783 50.1% -3,054 -0.9% 340,837 50.3% 715 0.2% 340,122

内 215,304 31.9% -8,183 -3.7% 223,487 33.0% -2,665 -1.2% 226,152
10,547 1.6% -313 -2.9% 10,860 1.6% -1,034 -8.7% 11,894

訳 111,932 16.6% 5,442 5.1% 106,490 15.7% 4,414 4.3% 102,076
131,214 19.4% -7,434 -5.4% 138,648 20.5% 13,840 11.1% 124,808

う 120,808 17.9% -1,093 -0.9% 121,901 18.0% 3,998 3.4% 117,903
う 補助事業 60,342 8.9% 8,846 17.2% 51,496 7.6% -1,570 -3.0% 53,066

ち ち 単独事業 31,890 4.7% -10,903 -25.5% 42,793 6.3% 1,939 4.7% 40,854
205,861 30.5% 7,502 3.8% 198,359 29.3% -14,356 -6.7% 212,715
24,140 3.6% 751 3.2% 23,389 3.5% -4,744 -16.9% 28,133

内 143,350 21.2% 2,651 1.9% 140,699 20.8% 2,571 1.9% 138,128
21,107 3.1% 4,698 28.6% 16,409 2.4% -1,702 -9.4% 18,111

訳 8,348 1.2% 1,137 15.8% 7,211 1.1% -8,633 -54.5% 15,844
8,916 1.3% -1,735 -16.3% 10,651 1.6% -1,848 -14.8% 12,499

674,858 100.0% -2,986 -0.4% 677,844 100.0% 199 0.0% 677,645

４ 財政指標等
平成23年度

決算値 増減値 決算値 増減値 決算値
0.55413 0.01651 0.53762 -0.00842 0.54604

0.7 -0.7 1.4 0.4 1.0
96.1 1.2 94.9 -2.2 97.1

う 41.2 -0.4 41.6 -2.5 44.1
23.5 0.5 23.0 0.8 22.2

ち 25.6 1.3 24.3 -0.2 24.5
14.6 0.5 14.1 0.5 13.6

(単位:百万円）
平成23年度

決算額 増減額 増減率 決算額 増減額 増減率 決算額
1,342,521 33,960 2.6% 1,308,561 71,222 5.8% 1,237,339

60,314 -554 -0.9% 60,868 -5,068 -7.7% 65,936

(注) 各数値の一部は、表内で計算を行っているので、端数調整の影響があります。

区 分 平成25年度

歳 入 決 算 額
歳 出 決 算 額

平成25年度 平成24年度

歳入歳出差引額
繰越すべき財源
実 質 収 支
単 年 度 収 支

地 方 税

地方特例交付金等
地 方 交 付 税
国 庫 支 出 金

実質単年度収支

区 分

うち一般財源

区 分 平成25年度 平成24年度

繰 入 金
地 方 債
そ の 他

歳 入 合 計

農林水産業費
商 工 費
土 木 費
警 察 費

総 務 費
民 生 費
衛 生 費
労 働 費

歳 出 合 計

区 分 平成25年度 平成24年度

教 育 費
災害復旧費
公 債 費
そ の 他

投資的経費
普通建設事業

その他の経費
物件費

義務的経費
人件費
扶助費
公債費

歳 出 合 計

区 分 平成25年度 平成24年度

補助費等
積立金
貸付金
その他

財政力指数
実質収支比率 (%)
経常収支比率 (%)

人件費 (%)

地方債現在高
積立金現在高

平成24年度

地方譲与税

実質公債費比率 (%)

区 分 平成25年度 平成24年度

補助費等(%)
公債費 (%)

 


